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【 論 説 】 

コロナ禍における宿泊業の動向 
− 感染拡大と緊急経済対策に翻弄された 2020年を振り返って − 

Trends in the accommodation industry in COVID-19 
- Looking back on 2020 bombarded with the spread of infection and emergency economic measures - 

 
大島 知典* 

Tomonori Oshima 
 

【要 旨】 

 本稿は COVID-19 の感染状況と国や自治体による感染症対策や経済対策の影響による宿泊業の動向を分析し

たものである。これまで堅調に増加していたインバウンド需要は COVID-19 の感染拡大によりほぼ消滅し、ゲ

ストハウスをはじめインバウンドに依存していた宿泊施設に深刻な影響をもたらした。一方、日本人宿泊需要は

基本的には新規感染者数に応じて増減し、大まかな動向として緊急事態宣言の発令によって壊滅的な状況となっ

た。宿泊事業者を対象に政府は様々な特別支援措置を講じ、金融機関も特別貸付を実施したが、廃業・倒産に至

った宿泊事業者は決して少なくない。一方で、マイクロツーリズムの推進をはじめ高単価の実現に向けた改装や

プライベート重視の宿泊サービスの展開など攻めの経営もみられた。Go To トラベルについても宿泊需要の回

復という効果があった反面、場当たり的な対応、相次ぐ見直しによる制度の複雑化、恩恵の偏在といった問題が

あった。このように、本稿ではコロナ禍において感染拡大と緊急経済対策に翻弄された宿泊業の動向を明らかに

することができた。しかし、宿泊事業者がこの危機的状況から脱却するための示唆を得ることができなかった。

コロナ禍における攻めの経営の個別事例を分析し、with コロナ・after コロナの宿泊経営のあり方を検討する

ことが今後の課題である。 
 
キーワード：宿泊業、COVID-19、緊急事態宣言、Go To トラベル事業 
 

1. はじめに 

 新型コロナウィルス感染症（以下、COVID-19 と表記）の世界的な大流行は、世界の観光業に甚大な影響を

及ぼしている。UNWTO（国連世界観光機関）は、前例のない観光需要の減少と観光を目的とした広範な渡航

の制限により、「2020年に世界の観光は史上最悪の年を迎えた」と公表した1。最新のデータによれば、2020

年の国際観光客到着数は前年比で 74%減少し、各国・地域への入国者・入境数は 10億人の減少、国際観光収

入は約 1兆 3,000億米ドル（約 136兆円）の損失、中小企業を中心に観光にかかわる 1億から 1億 2,000万人

の雇用が危機的状況にあるとしている。 

 日本においても COVID-19 の観光業への影響は深刻なものとなっている。2003年に訪日外国人旅行者の増

加を目的としたビジット・ジャパン事業が開始されて以来、リーマンショックや東日本大震災などのマイナス

要因はあったものの、訪日外国人旅行者数は堅調に増加してきた。2013年に訪日外国人旅行者数が史上初めて

1,000万人を達成すると、その後は円安や観光ビザ発給要件緩和の追い風もあって 8年連続で過去最高を記録

し、2016年には 2,000万人、2018年には 3,000万人を達成した。本来であれば、2020年は東京オリンピッ

 
* 阪南大学流通学部准教授 Associate Professor, Faculty of Business Administration, Hannan University 
1 United Nations World Tourism Organization (2021.1.28) 2020: WORST YEAR IN TOURISM HISTORY WITH 1 
BILLION FEWER INTERNATIONAL ARRIVALS, https://www.unwto.org/news/2020-worst-year-in-tourism-history-
with-1-billion-fewer-international-arrivals 
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ク・パラリンピック競技大会が開催され、訪日外国人旅行者数 4,000万人という目標も掲げられていたが、入

国制限や各国の渡航制限によるインバウンド需要の蒸発、新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づく緊急

事態宣言による不要不急の外出ならびに他都府県への往来の自粛により観光業は甚大な損害を被った。 

 本稿は、COVID-19 の感染状況と国や自治体による感染症対策や経済対策の影響による宿泊業の動向を分析

したものである。COVID-19 と宿泊業に関しては、COVID-19 の特定地域の宿泊業への影響など個別事象を対

象とした研究や、with コロナ・after コロナの宿泊業に関する研究があるが、COVID-19 の影響による宿泊業

の動向について概観したものは存在しない。たしかに、全国には 5万軒以上の宿泊業者が存在し、それぞれ直

面する課題、課題解決への取り組みが異なるため、その全てを網羅することは困難である。しかし、個別事象

に関する研究や with コロナ・after コロナの宿泊業に関する研究を展開するうえでも、一連の経緯を整理して

おくことが重要であり、そこに本稿の意義があると考える。 

 

2. 世界的な感染拡大とインバウンドへの影響 

1) COVID-19 の感染拡大 

 事の発端は、2019年 12月 31 日に武漢市衛生健康委員会による「中国湖北省武漢市での原因不明肺炎の発生」

の報告であった。日本のメディア数社も、この情報をネットニュース等で取り上げていたが、感染症の専門家な

どの一部を除き、ほとんどの人が注視することはなかった。しかし、2020年 1月 5 日に WHO（世界保健機関）

は武漢市における原因不明ウィルス生肺炎の集団感染（アウトブレイク）を世界に公表し2、1月 12 日に原因ウ

ィルスが新型のコロナウィルスであることを公表した3。その後、中国国内において症例数が増加し、また、他

国でもヒト−ヒト感染が確認されたことから、1 月 30 日に COVID-19 のアウトブレイクについて、国際的に懸

念される公衆衛生上の緊急事態（public health emergency of international concern：PHEIC）であると宣言が

なされた4。日本政府は、2月 1 日に COVID-19 を感染症法に基づく「指定感染症」（二類相当）及び検疫法に基

づく「検疫感染症」に指定し、それに先立って 1月 30 日に新型コロナウイルス感染症対策本部を設置した。 

 日本国内での感染状況については、1 月 16 日に神奈川県内で国内第 1 例目となる武漢旅行歴のある感染者が

報告された。集団感染が確認されたクルーズ船「ダイヤモンド・プリンセス号」（世界 57 ヶ国から乗客・乗員

3,713 人が乗船）では、2月 1 日に最初の感染者が確認されてから 4月 15 日までに 712 例（死亡 13 例）が確認

されたが、本船に関連した国内での二次感染は外部から対策に入った検疫官や船会社の医師らの感染 9 例に留

まった5。しかし、2 月 13 日に判明した 1 月 18 日に東京都で行われた屋形船での新年会に端を発したクラスタ

ー発生、国内外から約 200 万人の観光客が訪れた「さっぽろ雪まつり」（2 月 4 日~11 日開催）に関連したクラ

 
2 World Health Organization (2020.1.5) Pneumonia of unknown cause – China. 
3 World Health Organization (2020.1.12) Novel Coronavirus – China. 
4 World Health Organization (2020.1.30) Statement on the second meeting of the International Health Regulations 
(2005) Emergency Committee regarding the outbreak of novel coronavirus (2019-nCoV).) 
5 厚生労働省（2020.4.16）「新型コロナウイルス感染症の現在の状況と厚生労働省の対応について（令和２年４月 16 日

版）」https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_10887.html 
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スター発生、和歌山県内の医療機関での国内初の院内感染事例が確認された。 

 国内での感染例は、2月 1 日で 14~15 例目、2月 13 日に国内初の死亡例、3月 1 日で約 250 例（死亡 6 例）、

3 月 10 日で約 500 例（死亡 24 例）と増加し、3 月 21 日には 1000 例を超え、国内での感染拡大が顕著になっ

た。国内での感染拡大を受けて、2 月 26 日には全国的なスポーツ、文化イベント等について中止、延期、規模

縮小等の対応が要請された。また、北海道では新規感染者数が全国でも突出して多かったことから、2 月 28 日

に独自の緊急事態宣言が発出された。3月 1 日には厚生労働省が集団感染防止のために、換気が悪く、人が密に

集まって過ごすような空間に集団で集まることを避けるよう注意喚起をした。ちなみに、3 月 12 日に WHO は

COVID-19 がパンデミック（世界的な大流行）に至っているとの認識を示した。 

 

2) インバウンド需要の蒸発 

 COVID-19 の宿泊業への影響は、2020 年 1 月 27 日に中国政府が団体旅行とパッケージツアーでの海外渡航

を禁止し、2月以降に日本政府が外国人の入国制限を開始し始めたのをきかっけに顕著に現れた。観光庁「宿泊

旅行統計調査6」によれば、外国人延べ宿泊者数は、1 月は前年同月比+16.9%で 970 万人泊であったが、2 月は

同比-41.3%で 485万人泊であり、インバウンド需要は大幅に減少した。なお、愛知県の旅館「冨士見荘」が、中

国人ツアー客のキャンセルが相次ぎ、2 月 21 日までに事業を停止し、3 月 30 日に破産開始決定を受けており、

東京商工リサーチによれば COVID-19 による初の経営破綻だとされている7。一方、日本人延べ宿泊者数は、1

月は同比+7.7%で 3345 万人泊、2 月は同比+3.3%で 3,259 万人泊であり、日本人宿泊需要に大きな変化は見ら

れなかった。客室稼働率については、1月は全体の客室稼働率は前年同月差+0.8％の 54.0%で変化はなかったが、

シティホテルの客室稼働率は同差-2.1%の 67.6%と減少に転じた。2月は全体の客室稼働率は同差-8.0%の 53.0%

で、シティホテルは低下幅が最も大きく、同差-19.2%の 60.2%となった。 

 そうした状況にあって、政府は COVID-19 の影響を受ける事業主を対象に「雇用調整助成金」の特例措置を

実施した。雇用調整助成金とは、経済上の理由により事業活動の縮小を余儀なくされた事業主が、労働者に対し

て一時的に休業、教育訓練又は出向を行い、労働者の雇用の維持を図った場合に、休業手当、賃金等の一部を助

成する制度である。2月 14 日には、中国人観光客の急減により影響を受ける事業主を対象に特例措置8が実施さ

れ9、2月 28 日には、日本人観光客の減少の影響を受ける観光関連産業をはじめ新型コロナウイルス感染症の影

 
6 観光庁「宿泊旅行統計調査 令和 2 年 1 月～12 月分（速報値）」

https://www.mlit.go.jp/kankocho/siryou/toukei/shukuhakutoukei.html 
7 東京商工リサーチ（2020.2.25）「（株）冨士見荘〜「新型コロナウィルス」による初の経営破綻〜」https://www.tsr-
net.co.jp/news/tsr/20200225_01.html 
8 日本・中国間の人の往来の急減により影響を受ける事業主であって、中国（人）関係の売上高や客数、件数が全売上高等

の一定割合（10%）以上である事業主を対象に、①販売量、売上高等の事業活動を示す生産指標の確認対象機関を３か月か

ら１か月に短縮する②最近３か月の雇用指標が対前年比で増加していても助成対象とする③事業所設置後１年未満の事業主

についても助成対象とする④休業等に係る計画届の事後提出を可能とした。  
9 厚生労働省（2020.2.14）「新型コロナウイルス感染症の影響に伴う雇用調整助成金の特例を実施します」

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_09477.html 
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響を受ける事業主へと特例措置の対象事業主の範囲が拡大された10。また、政府系・民間金融機関による実質無

利子・無担保融資の上限額を拡充などの資金繰り対策や、将来の観光需要の回復に向けて、魅力的な滞在コンテ

ンツの造成、多言語表示などの受入環境整備、観光地の誘客先の多角化等の支援等も決定された。 

 一方、3月 23 日には政府による観光関連業界を対象とした COVID-19 の実体経済への影響に関する集中ヒア

リングが実施され、日本旅館協会の日本旅館協会会長の北原茂樹氏は、資金繰り支援の大幅な拡大、既往債務の

返済猶予、雇用調整助成金の大幅な拡充・申請手続きの迅速化・簡素化、公租公課や NHK受信料の減免、旅行

需要喚起策の大規模な実施を要望した11。 

 

3) 宿泊業界における感染予防対策のはじまり 

 宿泊業界でいち早く COVID-19 に対峙し、感染予防対策を講じたのが千葉県の「勝浦ホテル三日月」である。

ロックダウン（都市封鎖）が実施されていた武漢市から日本政府のチャーター便で帰国した 206 人のうち、特段

の症状がなく、宿泊施設での経過観察を希望した 191 人を受け入れた。勝浦ホテル三日月は「様々な困難がある

ことも予想されましたが、同じ日本人として、帰国者のために、政府の要請に応えることを決断した」と公表し

た12。 

 感染症科を擁する亀田総合病院（千葉県鴨川市）の医師が三日月に常駐し、スタッフは極力接触を避けてサー

ビスを提供するなど、病院と協力して受け入れ体制を構築した。二次感染や風評被害のリスクもあったが、スタ

ッフや地域で一人の感染者も出すことなく、世間からも社会貢献への姿勢が高く評価された。そして、そこで培

われた感染予防対策のノウハウはのちに一般の宿泊客を受け入れる際にも活かされており、ハード面とソフト面

での感染予防対策を何度も見直すことで、より安全な受け入れ体制を構築した。 

 また、6月には感染予防対策の数々を独自の感染防止ガイドライン「三日月スタンダード」として公表してお

り、三日月グループ企画室の黒川氏が「しっかり対策をしているホテルだから泊まりに来ました、というお客様

の声が本当に多い」と述べているように、安全性が宿泊客への訴求ポイントとなっている。はじまりは社会貢献

であったが、早期から COVID-19 に対峙した経験に基づき十分な感染予防対策を講じ、安全性を積極的にアピ

ールしたことが、結果的には顧客の獲得にもつながっている。 

 

3. 国内感染拡大と宿泊需要の低迷 

1) 緊急事態宣言による国内宿泊需要の蒸発 

 2020年 3月下旬から 4月上旬にかけては国内での新規感染者数が急激に増加した（第 1波）。関東首都圏・関

 
10 厚生労働省（2020.2.28）「新型コロナウイルス感染症の影響に伴う雇用調整助成金の特例措置の対象事業主の範囲の拡大

について」https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_09852.html 
11 内閣府（2020.3.21）「第 3 回「新型コロナウイルス感染症の実体経済への影響に関する集中ヒアリング」議事要旨」

https://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/kaigi/special/keizaieikyou/index.html 
12 トラベルボイス（2020.1.31）「政府、中国・武漢市からの帰国者滞在を「勝浦ホテル三日月」に要請、宿泊料は政府負

担」https://www.travelvoice.jp/20200131-145296 
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西での感染者が増加傾向にあることから、大阪府では 3月 19 日に週末 3連休の大阪府と兵庫県の往来自粛が要

請された。東京都でも 3月 23 日にロックダウンの可能性が示唆され、3月 25 日には週末の不要不急の外出自粛

が要請された。しかし、感染拡大に歯止めがかからず、医療提供体制が逼迫しつつあったことから、日本政府は

医療崩壊の回避等を目的として、4月 7 日に東京、神奈川、埼玉、千葉、大阪、兵庫、福岡の 7都府県を対象に、

5 月 6 日まで新型コロナウイルス対策の特別措置法に基づく「緊急事態宣言」を発令し、4 月 16 日にはその対

象区域を全都道府県に拡大した。国内の感染状況について、日ごとの差はあるものの、4月 8 日以降は 1 日の新

規感染者数は 500 人に上り、4 月 20 日に累積感染者数は 1 万人を超えるに至った。緊急事態宣言前後より新規

感染者数は減少傾向に転じるも目標水準に達しておらず、医療提供体制は依然として逼迫していることから、5

月 4 日に緊急事態宣言の期限を 5月 31 日まで延長することが決定された。 

 宿泊業においても、COVID-19 の影響が顕著に現れた。外国人延べ宿泊者数が 3 月には前年同月比-86.5%で

113 万人泊、4 月には同比-97.4%の 26 万人泊であり、インバウンド需要は蒸発したともいえる状況となった。

なお、5月以降も状況は改善されず、2020年の外国人延べ宿泊者数は前年比-84.4%で 1,803万人泊となり、2007

年の調査開始以降で最低の結果となった。 

 一方、日本人延べ宿泊者数は、3 月には前年同月比-40.7%の 2,281 万人泊、4 月には同比-71.1%の 1053 万人

泊、5 月には同比-81.6%の 766 万人となった。2 月までは日本人宿泊需要に大きな変化が見られなかったが、3

月以降には減少傾向に転じた。客室稼働率についても、3月は前年同月差-30.4%の 32.4%、4月は同差-48.1%で

16.6%、5月は同差-50.3%で 12.9%と壊滅的な状態に陥った。客室稼働率については、3月は全体で前年同月差-

30.4%の 32.4％で、あらゆるタイプの宿泊施設で客室稼働率が低下し、4月は同差-48.7%の 16.3%、5月は-50.3%

の 12.9%と壊滅的な状態に陥った。 

 東京商工リサーチ13によると、宿泊業の 2020 年 4 月の倒産（負債額 1 千万円以上）は 25 件で、2011 年 5 月

の 29 件に次ぐ、月間で過去 2 番目を記録した。このうち COVID-19 関連の倒産は 15 件で、インバウンド需要

や団体旅行需要が目立ったが、慢性的な赤字経営や債務超過、過剰債務など既往のしわ寄せに、COVID-19 の影

響が決定打となって倒産に至ったと推測される事例が見受けられた。2020 年は東京オリンピック開催などで宿

泊業にはインバウンド需要の追い風が期待されたが、東京オリンピックの 1年延期が決定し、先行投資の負担と

業績悪化の狭間で事業継続の岐路に立たされる宿泊業者が急増していると分析されている。さらに、宿泊業はイ

ンバウンド需要に依存した業者や、資金力の乏しい小規模事業者も多く、しばらく倒産は高水準をたどる可能性

があるとも予測されている。 

 

2) 緊急事態宣言下における宿泊業の休業 

 緊急事態宣言下では多くの宿泊業が休業に踏み切った。緊急事態宣言の対象区域に属する都道府県は、特措法

に基づき外出自粛、施設利用の制限、在宅勤務（テレワーク）や時差出勤等の推進を要請することができる。宿

 
13 東京商工リサーチ（2020.5.13.）「【新型コロナウイルス関連】2020 年 4 月「宿泊業」倒産状況」https://www.tsr-
net.co.jp/news/analysis/20200513_06.html 
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泊業に関しては、「集会の用に供する部分」を除いて特措法の対象外となったが、緊急事態宣言の対象区域が全

都道府県に拡大されたことを受けて、全国知事会は人の動きを抑制するために宿泊業を休業要請の対象とするよ

う国に求める緊急提言をまとめた14。自治体によっては独自で宿泊業に休業要請を実施し、休業要請に応じたホ

テルや旅館に協力金を支給する制度を設けた。 

 春の大型連休を含め 4 月から 5 月には全国的に多くの宿泊業が休業を余儀なくされ、一方で宮城県の鳴子温

泉や兵庫県の城崎温泉では自治体からの休業要請に基づき、旅館協同組合に加盟する施設が一斉休業に踏み切る

という措置も見られた。デロイトトーマツファイナンシャルアドバイザリーが実施した COVID-19 による宿泊

関連業への影響に関する調査結果15では、調査対象の全国約 700 施設のうち約 82%に当たる 550 施設以上が休

業したと報告されている。ただし、客室平均単価 5 万円以上の高級宿泊施設に関しては、休業した施設が 53%

に留まっており、高級施設が 3密を避けられる構造であったこと、高いリピーター率などの特性により、いわゆ

る「富裕層のコロナ疎開」の需要に合致し、休業せずとも営業を保つことができたことが理由としてあげられて

いる。ちなみに、星野リゾート代表取締役社長の星野佳路氏は、星野リゾートでは宿泊業に休業要請が発出され

た地域では休業し、それ以外の地域では営業を継続することがプラスとなる場合には営業を継続し、マイナスと

なる場合には休業したと述べている16。 

 多くの宿泊業が苦戦を強いられる中で、政府により「新型コロナウイルス感染症緊急経済対策」が策定され、

宿泊業も対象となる様々な支援措置が講じられた。その一環として、5月 1 日に緊急経済対策の一環として「持

続化給付金事業」が開始された。持続化給付金とは、COVID-19 の影響等により、事業収入が前年同月比で 50％

以上減少している中小法人や個人事業者を対象に、事業継続のために幅広い用途で使用できる給付金を支給する

制度である。 

 しかし、個人事業者による住宅宿泊事業いわゆる民泊が対象外とされたことで、不公平感が広がっていること

が問題として取り上げられた17。持続化給付金は、あくまで「事業収入」が前年同月比で 50％以上減少している

事業者を給付対象とし、法人による民泊の売上は税務上「事業収入」に区分されるため給付対象となるが、個人

事業者による民泊の売上は税務上「雑所得」に区分されるため給付対象外となる。同業種の法人には給付される

が、個人事業者には給付されないという問題として制度改正が求められた。 

 6 月 29 日には給付対象が拡大され、主たる収入を雑所得で確定申告をした個人事業者も、前年の月平均収入

に比べて収入が 50%以上減少している場合には給付対象となった。しかし、あくまで民泊の売上が「主たる収

入」となっている必要があり、副業の場合は依然として給付対象外であった。 

 

 
14 観光経済新聞（2020.4.27）「「旅館・ホテルを休業要請対象に」全国知事会が提言」  
15 デロイトトーマツファイナンシャルアドバイザリー（2020.8）「新型コロナウイルス感染症の感染拡大による宿泊関連業

への影響と今後の予測  タイプ別宿泊施設の回復予想と、投資家ニーズの変化について」  
16 月刊ホテル旅館（2020.8）『旅館の投資戦略 商品価値を高めてコロナ禍を乗り切れ！』93 頁 . 
17 東京新聞（2020.6.29）「個人の「民泊」は持続化給付金の対象外 広がる不公平感」https://www.tokyo-
np.co.jp/article/38514 
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3) 宿泊業界における新たな取り組み 

 コロナ禍に活路を見出すべく、宿泊業者による新たな取組みも展開された。テレワーク需要が増加する中で、

客室を貸し出すテレワークプランやデイユースプランなどが販売された。さらには、観光地やリゾート地など普

段の職場とは異なる場所に短中期的に滞在し、テレワークを活用しすることで働きながら休暇取得を行う「ワー

ケーション」の専用プランも開発された。また、宿泊施設を支援するためのクラウドファンディングが展開され、

宿泊日を後で決める宿泊チケットの販売サービスなども開始された。ホテルや旅館による料理のテイクアウトや

デリバリーも開始され、中には温泉水を販売する温泉旅館も現れた。例えば、福井県あわら市の温泉旅館「グラ

ンディア芳泉」は、「さぁ！お家が温泉旅館だ！」をコンセプトに、総料理長監修の懐石料理弁当「芳泉の玉手

箱」、あわら温泉でしか味わえない地酒「女将」、あわら温泉の源泉 10 リットル、浴衣と帯をテイクアウトする

サービスを開始した18。また、5670（コロナゼロ）円宿泊プランや 5,670円引き宿泊キャンペーン、医療従事者

に向けた宿泊無料または割引キャンペーンなども開始された。なお、休業期間を経営体制の見直しや商品価値の

向上の機会と捉え、業務オペレーションの改善、従業員研修の実施、施設の補修や改修など COVID-19 の収束

を見据えた動きも見られた。 

 

4. Go To トラベル事業と宿泊業の混乱 

1) 緊急事態宣言解除と観光振興 

 大型連休明けには、新規感染者数および重症者数は減少し、病床・宿泊療養施設等の逼迫状況も改善されたこ

とから、5月 14 日に 39県で緊急事態宣言が解除され、それに伴って、都道府県ごとに休業要請も段階的に解除

されていった。5 月 25 日には緊急事態宣言が全面解除されたが、首都圏を中心に都道府県を跨ぐ移動自粛が要

請された。観光振興については、都道府県内観光の振興から取り組むこととし（6 月 18 日までの 3 週間程度を

想定）、その状況を踏まえつつ、都道府県外からの人の呼び込みを実施すること（6月 19 日以降の段階からを想

定）が示された19。 

 そのような状況にあって、星野リゾートはウィズコロナ期における旅行のあり方として、「マイクロツーリズ

ム」を提唱し、感染拡大を防止しながら地域経済を両立する観光を推進した20。マイクロツーリズムは、自宅か

ら 1〜2 時間圏内の地元や近隣の地域で、3 密を避けながら安心安全に過ごし、地域の魅力を再発見しながら、

地域経済にも貢献する旅行である。それに伴って、自治体では地域内での観光需要の喚起のために県民限定の割

引キャンペーンなどが開始された。6 月 19 日には都道府県を跨ぐ移動自粛要請も全面解除され、各地で都道府

県を跨ぐ観光客の受け入れが促進された。 

 
18 日本経済新聞（2020.4.22）「福井・芦原の温泉旅館「持ち帰り」  料理と地酒に温泉水」

https://www.nikkei.com/article/DGXMZO58350680S0A420C2LB0000/ 
19 内閣官房（2020.5.25）「移行期間における都道府県の対応について」

https://corona.go.jp/news/pdf/ikoukikan_taiou_0525.pdf 
20 星野リゾート「星野リゾートの「マイクロツーリズム」ご近所旅行のススメ」

https://www.hoshinoresorts.com/sp/microtourism/ 
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 その後、6月下旬から新規感染者数が再び増加し始め、7月から 8月にかけて全国的に感染拡大の傾向が顕著

となった（第 2 波）。第 1 波よりも感染拡大のペースが速く、8 月上旬には 1 日あたり約 1500 人以上の新規感

染者数が確認されている。一方、政府は 7 月 22 日から新型コロナウイルス感染症緊急経済対策の一環として、

観光・運輸業、飲食業、イベント・エンターテインメント事業等に対する支援として需要喚起キャンペーン「Go 

To キャンペーン事業」のひとつである「Go To トラベル事業」を開始した21。 

 Go To トラベル事業は、給付金による多種多様な旅行・宿泊商品の割引と、旅行先の土産物店、飲食店、観光

施設、交通機関などで幅広く利用できる地域共通クーポンの発行により、感染拡大により失われた観光客の流れ

を取り戻し、観光地全体の消費を促すことで、地域経済に波及効果をもたらすことを目的としたものである22。

具体的には、キャンペーン期間中23に実施される国内旅行を対象に、Go To トラベル事業に参画する事業者とし

て指定を受けた事業者24から給付金の給付対象となる商品25を購入した場合、宿泊旅行は 1 人 1 泊あたり 2 万

円、日帰り旅行は 1 人あたり 1万円を上限に、旅行代金の 35%が国から支援され、10月 1 日以降は宿泊・日帰

り旅行代金の 15%相当分の旅行先で使える地域共通クーポンが付与された26。 

 

2）Go To トラベル事業の効果 

 Go To トラベル事業の利用人泊数の累計は、7 月 31 日時点で約 214 万人泊、8 月 31 日時点で約 1,563 万人

泊、9 月 30 日時点で 2,981 万人泊であった。10 月 1 日に東京都を発着する旅行が事業に追加されると、10 月

末には約 5,186 万人泊、11 月末には約 7,752 万人泊と利用人泊数が大幅に増加した。しかし、11 月以降に新規

感染者数が再び増加したことから、11 月 24 日に感染拡大が顕著な札幌市と大阪市を目的地とする旅行への Go 

To トラベル事業の適用が一時停止され、札幌市または大阪市の居住者には Go To トラベル事業を利用した旅行

の自粛が呼び掛けられた。12 月 3 日には特に重症化リスクのある高齢者や基礎疾患保有者を対象に、東京都を

目的地とする旅行と東京都の居住者による Go To トラベル事業を利用した旅行の自粛が呼び掛けられた。12月

 
21 ただし、新規感染者数の多い東京都を目的地とする旅行と東京都の居住者による旅行は Go To トラベル事業の対象から

除外され、10 月 1 日に除外が解除された。なお、Go To トラベル事業の開始日を政府が発表した 10 日から、東京都の事業

除外を発表した 17 日までの間に申し込まれた予約についてはキャンセル料を収受しないよう旅行会社や宿泊施設に要請さ

れ、キャンセルで生じた旅行会社や宿泊施設の実損分も Go To トラベル事業の予算で補填された。  
22 観光庁（2020.11.16）「サービス産業消費喚起事業(Go To トラベル事業) 旅行会社・OTA 等旅行事業者・宿泊事業者向

け  取扱要領」  
23 当初は 2020 年 7 月 22 日から 2021 年 1 月 31 日で予定されていたが、12 月 28 日以降は一時停止となっており、終了日

は未定である。  
24 給付対象となる商品を販売する事業者は以下のいずれかの者とされている。①旅行業者等（第 1 種旅行業、第 2 種旅行

業、第 3 種旅行業、地域限定旅行業、旅行業者代  理業、観光圏内限定旅行業者代理業、住宅宿泊仲介業の登録等をしてい

る者)、②予約・宿泊の記録を独立した第三者機関に保管することができる仕組みを有し、当該記録を宿泊の事実を裏付ける

ものとして事務局に提出することができる宿泊施設（旅館業法に規定される旅館業（下宿営業を除く）、住宅宿泊事業法の

届出に係る住宅、国家戦略特別区域法の認定を受けた事業を営む施設）。  
25 Go To トラベル事業の給付対象となる商品は以下のとおりとされている。①旅館業法に規定される旅館業（下宿営業を除

く）、住宅宿泊事業法の届出に係る住宅、国家戦略特別区域法の認定を受けた事業を営む施設で提供される宿泊サービス

（デイユース、風俗関連特殊営業を伴う商品を除く）、②宿泊を伴う旅行商品（宿泊に準ずる寝台列車、クルーズ船、夜行

フェリーの商品も対象）、③同日中に発地に戻ることが予定されている運送サービスを含み、旅行先での「運送サービスを

提供する者」以外の者が提供する運送・宿泊以外の旅行サービス等（食事や観光体験など）を含む日帰り旅行商品。  
26 観光庁（2020.11.12）「Go To トラベル事業の概要」https://www.mlit.go.jp/kankocho/content/001358665.pdf 
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15 日から名古屋市、12月 16 日には広島市、12月 18 日には東京都を目的地とする旅行への Go To トラベル事

業の適用が一時停止され、居住者には Go To トラベル事業を利用した旅行の自粛が呼び掛けられた。そして、

12月 28 日から 2021年 1月 11 日にかけては全国一斉で Go To トラベル事業が一時停止となった。 

 Go To トラベル事業の消費喚起効果は以下のように試算される。観光庁の「Go To トラベル事業の利用実績」

によれば、事業が開始された 7 月 22 日から 12 月 28 日までの利用実績は約 8,781 万人泊27、1 人１泊あたりの

旅行代金は約 1 億 3,282 万円で、その金額を掛け合わせると旅行代金ベースで約 1 兆 1,662 億円となる。さら

に、旅行支出には旅行参加費、交通費、宿泊費以外にも飲食費、買物代、娯楽等サービス費などがある。観光庁

の「旅行・観光産業の経済効果に関する調査研究」に基づいて算出すると、観光・レクリエーションを目的とし

た旅行支出に占める飲食費、買物代、娯楽等サービス費・その他への支出割合は約 46.7%となる28。それを加味

すると Go To トラベル事業の消費喚起効果は約 1兆 9,485億円となる。 

 緊急事態宣言解除後の日本人延べ宿泊者数は、6月は前年同月比-61.2%の 1,406万人泊、7月は同比-47.9%の

2,135 万人泊と回復傾向にあった。8 月は感染が再拡大したことから同比-51.8%の 2,593 万人泊であったが、9

月以降は Go To トラベル事業の効果が顕著に現れ、同比-36.2%の 2,584万人泊、10月には同比-19.2%の 3,215

万人泊、11月には同比-16.1%の 3,407万人泊の水準にまで回復した。しかし、12月には感染が再拡大したこと

から、同比-27.9%の 2,736万人泊となった。客室稼働率については、6月の前年同月差-37.8％の 22.8%から徐々

に回復し、11 月には同差-19.4%の 46.2%と 3 月以降で最も高い値となった。11 月のタイプ別の宿泊稼働率は、

旅館は同差-2.6%の 39.3%、リゾートホテルは同差-10.0%の 47.5%、ビジネスホテルは同差-24.9%の 55.0%、シ

ティホテルは同差-33.0%の 49.5%、簡易宿所は同差-17.3%の 17.0%であり、宿泊施設のタイプによって Go To 

トラベル事業の効果が異なった。 

 

図 1 延べ宿泊者数の推移 

 
出典）観光庁「宿泊旅行統計調査」  

 

 
27 観光庁（2021.2.10）「Go To トラベル事業における利用実績の推計」

https://www.mlit.go.jp/kankocho/news06_000499.html 
28 観光庁（2020）「旅行・観光産業の経済効果  に関する調査研究」 
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図 2 延べ宿泊者数前年同月比の推移 

 

出典）観光庁「宿泊旅行統計調査」 

 

図 3 施設タイプ別の客室稼働率の変化 

 

 
出典）観光庁「宿泊旅行統計調査」 

 

 2020 年の宿泊業の倒産は 118 件で、COVID-19 を要因とした倒産は 55 件と全業種の中で最も高い結果とな

った。原因別では、「販売不振」が 79 件で最も多く、「既往のシワ寄せ（赤字累積）」が 22 件と続いた。また、

「不況型倒産」（既往のシワ寄せ＋販売不振＋売掛金等回収難）が 101件で 9割を占めたことから、東京商工リ

サーチは、「団体旅行を含む国内旅行者の減少により業績が低迷していた宿泊業者がインバウンド需要による業

績回復に期待を寄せていたが、コロナ禍で需要が消失したため、先行きの見通しが立たず事業継続を断念した29」

と分析をしている。 

 
29 東京商工リサーチ（2021.1.12）「「宿泊業の倒産動向」調査 2020 年（1-12 月）」https://www.tsr-
net.co.jp/news/analysis/20210112_01.html 



一般財団法人京都大学名誉教授森下正明研究記念財団 

森下財団紀要 第６号 

76 
Morisita Memorial & Research Foundation 

Journal of Morisita Memorial Research No.6 

 

3) Go To トラベル事業による宿泊業の混乱 

 Go To トラベル事業に関しては制度設計上の様々な問題点が指摘されてきた。ここでは、宿泊業に混乱をもた

らした①場当たり的な対応、②相次ぐ見直しによる制度の複雑化、③恩恵の偏在について述べる。 

 まず、場当たり的な対応については、事業開始以前から宿泊業に大きな混乱をもたらした。そもそも Go To ト

ラベル事業は 8 月上旬の開始が予定されていたが、当初の予定を大幅に前倒して 7 月 22 日に開始することが 7

月 10 日に発表された。前倒しで事業を開始した理由については、国民の旅行への潜在的需要が高まっていたこ

と、観光関連業界や地域の関係者から繁忙期である夏季休暇を支援の対象とする要望があったとされている。し

かし、開始直前まで事業者向けの説明会も開催されない、各説明会においても質疑応答時に事務局が質問に正確

に回答できない、コールセンターにも電話がつながらないといった状況が続いた。Go To トラベル事業関連の事

務手続きの煩雑さだけでなく、人員確保やオペレーションの見直しに追われ、ほとんどの事業者が割引販売の準

備が間に合わず宿泊後の割引分還付と同時並行で進めることとなった。さらに、事業開始直前に東京都を目的地

とする旅行と東京都の居住者による旅行を Go To トラベル事業の対象から除外され、事業者は相次ぐキャンセ

ルの対応にも追われ、現場は混乱を極めた。事業開始後における特定地域を目的地とする旅行とその居住者によ

る旅行の事業対象除外についても場当たり的な対応であると批判されており、全国一斉での Go To トラベル事

業の一時停止措置もそうした場当たり的な対応の限界と判断されたためと指摘されている30。 

 次に、相次ぐ見直しによる制度の複雑化については、Go To トラベル事業の支援対象とする商品の基準が問題

となった。事業開始以降、旅行商品の販売実績や内容の実情も明らかになっていく中で、一部の参加事業者にお

いて事業の本来の趣旨にそぐわない商品が販売されていることが確認された。ビジネス出張を目的とする旅行商

品、自動車運転免許講習等と宿泊等がセットになった合宿免許商品、英会話やヨガなどの講習付き宿泊プラン、

接待等を伴うコンパニオンサービスを含む旅行商品、宿泊代金と比して極めて高額なホテルクレジット付き宿泊

プラン、旅行期間外に配達されるおせち等の商品・サービスを含む旅行商品、などが対象商品から除外された31。

ビジネス出張を目的とする旅行商品の利用制限は複雑で、企業が旅行者の旅行・宿泊費用を負担しているか否か

は、予約時や宿泊施設等における現場での確認では識別が難しいため、予約時や宿泊施設におけるチェックイン

の際などに、宿泊施設等において確認する必要はないとしている。ただし、旅行者より領収証等に会社名を記載

するように求められる場合については領収書等の発行を拒否するか、割引前の宿泊代金の支払いをもって領収書

等を発行するとともに未使用の地域共通クーポンの返却を求め、返却が困難な場合には事務局から地域共通クー

ポンと同額の請求があることを宿泊者に伝えるよう指示されている。一方、教育旅行を支援対象であることから、

教育旅行において領収証等に学校法人名を記載することは問題ないとされている。このような状況にあって、Go 

To トラベル事務局は、①観光を主たる目的としていること、②感染拡大防止の観点から問題がないこと、③旅

 
30 毎日新聞（2020.12.15）「ＧｏＴｏ全国停止 政権批判に追い込まれ 場当たり的対応、限界」 
31 ただし、支援対象外の部分と旅行代金（宿泊・交通費）を明確に区分して販売される場合には当該旅行代金のみ支援対象

とされた。  
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行商品に含まれる商品やサービスの価額が通常の宿泊料金の水準を超えないこと、④旅行者自身が旅行期間中に

購入又は利用するものであることを Go To トラベル事業の支援対象とする旅行商品の基準とした32。しかし、個

別具体に給付の対象外となるか否かは社会通念上の観点も含めて総合的に判断するとしており、相次ぐ見直しに

よって制度が複雑化していった。 

 最後に、恩恵の偏在については、とりわけ中小宿泊事業者への配慮の欠如が問題となった。宿泊事業者が給付

対象となる宿泊商品を消費者に直接販売するためには、予約・宿泊の記録を独立した第三者機関に保管すること

かができる仕組みを有し、当該記録を宿泊の事実を裏付けるものとして事務局に提出する必要がある。登録の事

務手続き、直販の場合の予約・宿泊記録の第三者機関への提供、チェックイン時の説明や手続き、月次報告は煩

雑で人員に限りのある中小宿泊業者にとって大きな負担となる。直販で 10~15%とされる旅行業者や宿泊予約サ

イトへの手数料を削減できる機会も、第三者機関に支払う手数料（1.5%）でその効果が相殺され、これに要する

時間とコストをかけられる事業者は比較的大手に限られる33。さらに、Go To トラベル事務局から給付金相当分

が支払われるまで割引分を負担しなければならず、そうでなくても厳しい中小宿泊事業者の資金繰りを圧迫し

た。また、Go To トラベル事業は上限はあるものの旅行代金の 35%までを支援するという方式であるため、最

大限の支援を受けたいという消費者が多くなり、結果的に高価格帯の旅館やリゾートホテルに需要が集中し、宿

泊特化型ホテルやゲストハウスをはじめ低価格帯の宿泊施設が恩恵を享受できないことが問題視された。デロイ

トトーマツファイナンシャルアドバイザリーによれば、7月 22 日から 8月末までの Go To トラベルの利用泊数

を稼働率に換算すると、単価が 3万円以上の高級宿泊施設が約 46.3％なのに対し、3万円未満の施設は約 14.6％

と高級施設の方が 3.2倍の恩恵を受けたと推定される34。しかし、観光庁によれば、Go To トラベル事業におけ

る 7〜10月の宿泊商品の利用別価格帯分布では、5,000円以上 10,000円未満の利用者が最も多い 41.1%を占め、

次いで 5,000円未満の利用者が 25.8%と多く、比較的低価格帯の利用が中心であった35。一方、20,000円以上は

11.4%で、30,000 円以上は 4%に過ぎないが、日本の宿泊業界の全客室数に占める 30,000 円以上の客室数は約

1.2％程度である36。このように、統計上でも異なる解釈がなされているが、Go To トラベル事業の恩恵の偏在に

ついて現場から批判があり、中小宿泊事業者による登録解除の動きがあるのもまた事実である。 

 

5. おわりに 

 本稿では、COVID-19 の感染状況と国や自治体による感染症対策や経済対策の影響による宿泊業の動向につい

て分析した。これまで堅調に増加していたインバウンド需要は COVID-19 の感染拡大によりほぼ消滅し、ゲス

 
32 Go To トラベル事務局「サービス産業消費喚起事業（Go To トラベル事業）旅行会社・OTA 等旅行事業者・宿泊事業者

向け  取扱要領」  
33 現代ビジネス（2020.8.31）「批判殺到の「Go To トラベル」キャンペーン、どう進めれば成功したのか？」

https://gendai.ismedia.jp/articles/-/75254?page=2 
34 時事通信社（2020.12.28）「高級宿、Go To 効果 3 倍 恩恵に偏り―民間調査」

https://www.jiji.com/jc/article?k=2020122800589&g=eco 
35 観光庁（2021.2.10）「Go To トラベル事業における利用価格帯別分布（7~10 月 /宿泊旅行）」

https://www.mlit.go.jp/kankocho/news06_000499.html 
36 メトロエンジン株式会社の Hotel Bank のデータによる 
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トハウスをはじめインバウンドに依存していた宿泊施設に深刻な影響をもたらした。一方、日本人宿泊需要は基

本的には新規感染者数に応じて増減し、大まかな動向として緊急事態宣言の発令によって壊滅的な状況となり、

その後は Go To トラベル事業によって限定的であるが回復した。宿泊事業者を対象に政府は様々な特別支援措

置を講じ、金融機関も特別貸付を実施したが、廃業・倒産に至った宿泊事業者は決して少なくない。一方で、マ

イクロツーリズムの推進をはじめ高単価の実現に向けた改装やプライベート重視の宿泊サービスの展開など攻

めの経営もみられた。また、旅行需要喚起策として政府主導で実施された Go To トラベルについても宿泊需要

の回復という効果があった反面、場当たり的な対応、相次ぐ見直しによる制度の複雑化、恩恵の偏在といった問

題があった。このように、コロナ禍において感染拡大と緊急経済対策に翻弄された宿泊業の動向を明らかにする

ことができた。しかし、宿泊事業者がこの危機的状況から脱却するための示唆を得ることができなかった。コロ

ナ禍における攻めの経営の個別事例を分析し、with コロナ・after コロナの宿泊経営のあり方を検討すること

が今後の課題である。 
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【Abstract】 

This paper analyzes the infection status of COVID-19 and trends in the accommodation industry due to 

the effects of infectious disease control and economic measures by the national and local governments. 

Inbound demands, which had been steadily increasing until 2019, has almost disappeared due to the spread 
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of COVID-19 infection, and had a serious impact on guest houses and other accommodation facilities that 

depended on inbounds. On the other hand, Japanese accommodation demand basically fluctuates according 

to the number of newly infected people, and as a rough trend, it became a catastrophic situation due to the 

issuance of the state of emergency. The government has taken various special measures for lodging 

businesses, and financial institutions have also provided special loans, but many lodging businesses have 

gone out of business or went bankrupt. On the other hand, aggressive management such as promotion of 

micro-tourism, renovation to realize high unit price, and development of accommodation service focusing on 

private life were also seen. In addition, while Go-To Travel had the effect of recovering demands, there were 

problems such as ad hoc measures, complicated systems due to successive reviews, and uneven distribution 

of benefits. In this way, this paper clarified the trends in the accommodation industry at the mercy of the 

spread of infection and emergency economic measures in COVID-19. However, the lodging business could 

not get any suggestions to get out of this crisis. It is a future task to analyze individual cases of aggressive 

management in the corona wreck and examine the ideal way of accommodation management with and after 

COVID-19. 


